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第１章 都市計画マスタープランについて 

１ 都市計画マスタープランとは 

（１）位置づけ 

「新十津川町都市計画マスタープラン」は、新十津川町の将来像の実行に向け、長期展望に

立って、町が行う都市計画の方向性を明らかにし、将来の土地利用の方針や、道路、公園、公

共施設などの整備を行う上での指針となるものであり、その役割は以下のとおりです。 

・町における都市全体及び地域別の将来像を明確にし、その実行に向けた都市づくりの方向性

を具体的に示すことで、住民の都市計画に対する理解と参加を容易にします。 

・土地利用、都市施設、都市環境など個別の計画の基本方針となり、合理的、効果的な都市計

画を進めます。 

・策定過程において住民の意見収集や策定後の公表により、都市計画に関する関心を高め、都

市づくりへの理解を深めます。 

 

（２）見直しの背景 

本町では平成１５年に「新十津川町都市計画マスタープラン」を策定し、概ね２０年先を見

据えた都市計画の基本方針について定めていましたが、社会情勢の変化や上位計画である本

町の総合計画の見直しに合わせ、上位・関連計画との整合性を図りながら新たな「新十津川町

都市計画マスタープラン」の策定を行います。 

 

２ 計画期間 

本計画は、令和３年度から令和４年度に見直しを行い、計画期間は、令和５年度から令和２４

年度までの２０年間とします。また、１０年後の中間年において、社会情勢の変化や総合計画な

どの上位、関連計画の改正にあわせ必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

 

H15                 Ｒ5            Ｒ１4        Ｒ２４           Ｒ３４ 

             

現計画   
       

              

    計画期間 20 年 (中間年)      

本計画         

              

             

次期計画         

         

Ｈ15 都市計画マス
タープラン 

Ｒ5 都市計画マスタープラン 

次期都市計画マスタープラン
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都市計画マスタープランについて 第１章 

３ 策定体制 

 本計画の策定体制は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ア ン ケ ー ト 調 査 

 

パブリックコメント 

 

庁 内 会 議 

 

 

 
 

新十津川町都市計画審議会 

諮 問 

意見の 

反 映 

新 十 津 川 町 議 会 

報告 

町   長 

提 案 

事 務 局 

調 整 
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第１章 都市計画マスタープランについて 

４ 計画対象区域 

本計画は、都市計画区域を対象区域の基本とし、区域全体を対象とする「全体構想」と地域

区分された「地域別構想」により構成されます。 

地域区分の設定については、旧計画と同様に、用途地域指定されている区域において徳富川

に分断された南北２つの市街地地域と、用途地域の指定のない周辺地域の３地域に区分して、

都市づくりの方針を設定します。 

 

中央地域（用途地域）：中央区の一部、菊水区、青葉区、文京区の一部、弥生区の一部 

橋本・みどり地域（用途地域）：橋本区の一部、みどり区 

周辺地域（白地地域）：中央区の一部、文京区の一部、弥生区の一部、橋本区の一部、総進

区の一部、大和区の一部 

 

 

〇地域区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

橋本・みどり地域 
中央地域 

周辺地域 

都市計画区域（滝川都市計画区域新⼗津川町分） 
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都市計画マスタープランについて 第１章 

５ 上位・関連計画との関係 

本計画は、上位計画である「新十津川町総合計画」及び「都市計画区域の整備、開発及び保

全の方針」に即すとともに、新十津川町の各種関連計画との整合を図るものとします。 

また、都市計画に関わる土地利用、都市施設及び市街地開発事業などの都市計画決定や変更

については、本計画が方針を示す役割を担います。 

 

 

 

新十津川町の都市計画 

 

新十津川町の関連計画 

 
・新十津川町まち・ひと・

しごと創生総合戦略 
 
・新十津川町地域防災計

画 
 
・新十津川町強靭化計画 
 
・新十津川町地域公共交

通計画 
 
・新十津川町公営住宅等

長寿命化計画 
 

 

北海道が定める都

市計画の上位計画 

 
 
・都市計画区域の整

備、開発及び保全の
方針 

 

土 地

利 用 

都 市

施 設 

市街地開

発 事 業 

新十津川町の上位計画 

 

新十津川町総合計画 

 
新十津川町都市計画 
マ ス タ ー プ ラ ン 

具 体 的 事 項 

の 整 合 

即
す 

即
す 

 

基 本 的 な 方 針 

 即す 
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第２章 新十津川町の現況 

１ 新十津川町の位置、地勢及び気候 

（１）位置 

新十津川町は、空知のほぼ中央部、樺戸郡の北端にあり、石狩川の右岸に位置していま

す。東は石狩川を隔てて滝川市、砂川市、奈井江町に接し、西はピンネシリ山脈をもって当

別町、増毛山脈をもって石狩市、増毛町と接しています。また、北は尾白利加川により雨竜

町と、南は樺戸境川により浦臼町と接しています。 

市街地からはＪＲ函館本線、道央自動車道、国道１２号などの主要交通路に近く、札幌方

面や旭川方面にも、１時間から１時間半でアクセスが可能となっています。 

 

■面 積：４９５.４７ｋ㎡ 

■位 置：東 東経１４１度５４分／南 北緯４３度２６分 

西 東経１４１度２９分／北 北緯４３度４３分 

■広ぼう：東西 ３５ｋｍ 
南北 ３０ｋｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地勢 

新十津川町は、東部は石狩平野の一部で石狩川右岸に接した肥沃な沖積土となっていま

す。西部の山岳地帯は増毛山地から連なっており、西北端には大滝山（標高１,０３８m）、

西南端にピンネシリ（標高１,１００m）が位置し、そのほぼ中央を東西に貫流する徳富川が

石狩川へと合流しています｡ 
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新十津川町の現況 第２章 

（３）気候 

新十津川町の気候は、内陸型で四季の変化に富んでいます。また、増毛、樺戸山系の影響

で、冬は北西の風が強く、寒冷地帯で積雪量も多くなっています。積雪は平野部では１ｍ程

度で、山間部では２ｍ近くに達することもあります。 

夏には南西の風が吹き、穏やかな気候に恵まれており、年平均気温は７℃前後ですが、最

高と最低の気温差が５０℃を超える厳しさがあります。また、年間降水量は積雪の多さも

あり、１,０００㎜を超える年が多く見られます。 

 

新十津川 年別気象状況（滝川観測所） 

年次 
気温(℃) 降水量

(mm) 

降雪量

(cm) 

最深積雪

(cm) 

平均風速

(m/s) 平均 最高 最低 

平成 23 年 7.1 32.3 -21.3 1389.0 700  98 2.8 

平成 24 年 7.0 31.6 -22.5 1070.5 861 123 2.7 

平成 25 年 6.9 31.8 -23.0 1090.5 824 141 2.8 

平成 26 年 6.9 34.1 -25.5  944.0 743 145 2.8 

平成 27 年 7.8 31.0 -22.8  893.0 731 100 2.8 

平成 28 年 7.1 31.5 -20.8 1183.5 741 117 2.8 

平成 29 年 6.9 33.0 -22.7 1111.5 623  90 2.7 

平成 30 年 7.3 32.5 -22.0 1311.5 819 167 2.7 

令和元年 7.5 32.7 -21.8 1042.5 654 102 2.7 

令和２年 7.7 32.5 -26.0  955.0 586  67 2.7 

出典：「気象庁ホームページ」（過去の気象データ 滝川観測所） 

※新十津川町のアメダス空知吉野観測所では降雪量を記録しておらず、観測

地点も市街地から離れているため、上記気象観測データは新十津川町市街

地に近い隣町の滝川観測所データを使用しています。 
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第２章 新十津川町の現況 

２ 新十津川町の現状 

（１）人口 

本町の人口は、令和２年の住民基本台帳の調査で６,５５１人となっており、減少傾向が

進んでいます。年齢層の構成比で見ると、老年人口（６５歳以上）比が１５年間で１０％以

上増加しており、高齢化の進展が顕在化してきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）世帯数の推移 

住民基本台帳による本町の世帯数は、平成１７年から令和２年までの間、２,９００を超

える世帯で推移しています。同じ期間に、世帯当たり人員は人口減少と相まって２.５９人

から２.１９人に減少しており、世帯規模が次第に小さくなってきていることが伺えます。 

 

 
出典：「住民基本台帳」（基準日１０月１日）     
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新十津川町の現況 第２章 

（３）転入・転出の推移 

本町の転入の推移をみると、２００人前後で推移していましたが、平成３０年以降の３

ヵ年で見ると２００人を上回る傾向が続いています。特に道内からの転入が増えており、

要因としては、定住助成や子育て支援などによる移住政策の効果が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の転出の推移をみると、緩やかな減少傾向となっていますが、特に令和２年にかけ

て大幅に減少（６５人）しており、住宅・リフォーム支援などによる効果が考えられます。 
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第２章 新十津川町の現況 
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社会増減の推移をみると減少傾向が続いていましたが、令和２年には大きく増加に転じて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（４）将来人口の展望 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、昭和５５年から令和２７年の６５年間で

新十津川町の総人口は約６割（５,６０７人）減少すると推計されています。令和７年は、老

年人口比率が４５.４％と３区分の中で最も高くなり、更に令和２７年には人口の半分以上

の５７.０％が高齢者になると予測されています。年少人口比率は令和７年には１割を切っ

てさらに減少が続き、生産年齢人口比率においても減少傾向が続いていることから一層高齢

化が進展すると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

                                             

 

  

出典：昭和５５～平成２７年 「国勢調査結果」（総務省統計局） 
令和２～令和２７年 日本の将来推計人口 平成３０年推計（国立社会保障・人口問題研究所） 
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新十津川町の現況 第２章 

（５）産業統計 

① 就業者数 

本町の就業者数を産業別でみると、生産年齢人口の減少と相まって各産業で減少して

いますが、平成７年から平成２７年までの２０年間で、第１次産業が約５割、第２次産

業は約４割、供に減少しています。第１次産業の担い手不足や人口の減少が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「国勢調査結果」（総務省統計局） 

② 農業 

本町の農家数は３５２戸（平成２７年現在）で、農業就業人口は８７６人となってお

り、前年比約１０％以上の減少傾向が続いています。基幹産業である農業において担い

手が十分確保されていない状況が見込まれることから、スマート農業導入による省力化

への対応などが求められる状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※就業人口：農業従事者のうち、主に自営農業に従事した世帯員数 

出典：「農林業センサス」 
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（⼈） 新⼗津川町 産業分類別就業者数

第1次産業 第2次産業 第3次産業 分類不能の産業
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第２章 新十津川町の現況 

 

また、本町の農業産出額（令和元年現在）のうち、全体の約９割（４３億６千万円）

を米で占めており、北海道内においても本町の産出額が５番目に多い順位となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「令和元年市町村別農業産出額（推計）」 

 

③ 林業 

本町の森林面積は約３８,０００ヘクタールで本町総面積の約７７％を占めており、

その内道有林等の公有林が２/３を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 「北海道のオープンデータ」（北海道林業統計） 

⽶
436

⻨類
2

雑穀
6

⾖類
6 野菜

33

⾁⽤⽜
10

新⼗津川町 農業産出額（令和元年値）
（単位︓千万円）

国有林
123ha

道有林
24,925ha

市町村有林
747ha

私有林等
12,607ha

新⼗津川町 所有区分別森林⾯積
（令和２年４⽉1⽇現在）
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新十津川町の現況 第２章 

④ 商業 

本町の事業所数、従業者数、年間販売額については、減少傾向にありますが、特に従

業者数の落ち込み幅が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成１４～平成２６年「商業統計調査」 

平成２８年「経済センサス－活動調査」 

⑤ 工業 

本町の工業における事業所数、従業者数については、多少の増減はありますが、ほぼ

横ばいの状態が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「経済センサス」 
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第２章 新十津川町の現況 

⑥ 観光 

本町の観光は、ふるさと公園やしんとつかわキャンプフィールドなどの観光資源を有

していますが、観光入込客数についてはほぼ横ばいの状態が続いています。令和２年度

は、新型コロナウイルス感染症のまん延に伴う移動制限により各項目において大きく落

ち込む結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「北海道のオープンデータ」（北海道観光入込客数調査報告書） 
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（６）都市計画区域、土地利用の現況 

①５地域 

国土利用計画法に基づく５地域（都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域、自然保

全地域）のうち、本町では都市地域、農業地域、森林地域の３種類が指定されています。 

【５地域区分図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地目別土地利用の現況 

本町の総面積４９５.４７ｋ㎡のうち、山林が約５７.０％と過半を占めており、田・畑の

農地が約１２.５％、宅地が約０.６％となっています。 

 田 畑 宅地 山林 原野 雑種地 その他 総面積 

面積 

（ｋ㎡） 
48.72 13.12 3.07 282.42 90.86 4.75 52.53 495.47 

構成比

（％） 
9.8% 2.7% 0.6% 57.0% 18.3% 1.0% 10.6% 100.0% 

出典：北海道のオープンデータ「北海道統計書」 
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第２章 新十津川町の現況 

③ 都市計画区域と変革 

本町の都市計画区域は、滝川都市計画区域の新十津川地区として昭和５０年２月１７日に

面積１,３６１ha で指定され現在に至っています。 

用途地域については、当初昭和５４年９月１３日に第１種・２種住居専用地域、住居地域、

商業地域、近隣商業地域、準工業地域、工業地域の７種で指定され、その後平成４年の都市

計画法及び建築基準法の改正を踏まえ、平成７年に現在と同じ９種類の用途地域の指定とし

て変更するとともに、土地利用状況から町役場敷地を商業地域から第２種住居地域に変更す

るなどの用途変更を行っています。 

また、令和２年５月にＪＲ札沼線（北海道医療大学～新十津川）が廃止される事となり、

ＪＲ鉄道跡地については、住居系への土地利用が見込まれることから、令和２年３月２日に

準工業地域から第１種中高層住居専用地域に用途変更を行っています。 

準防火地域については、当初昭和５４年９月１３日に商業地域、近隣商業地域に指定され、

その後平成４年の法改正に伴い商業地域及び近隣商業地域から第２種住居地域及び第２種

中高層住居専用地域に変更になった地域の準防火地域指定の解除を行い現在に至っていま

す。 

 

【都市計画区域面積（新十津川町分）】               

区 分 面積（ha） 
指定年月日 

当初決定年月日 
最終決定年月日 
直近変更年月日 

総 面 積 49,547.0   

都市計画区域 1,361.0 昭和 50 年 2 月 17 日 昭和 50 年 2月 17 日 

 用途地域 252.6 昭和 54 年 9 月 13 日 令和 2 年 3 月 2 日 

 用途地域外 1,108.4   

都市計画区域外 48,186.0 － － 

特別用途地区 － － － 

高度利用地区 － － － 

防火地域 － － － 

準防火地域 11.5 昭和 54 年 9 月 13 日 平成 7 年 2 月 15 日 
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新十津川町の現況 第２章 

④ 用途地域 

本町の用途地域は、都市計画区域１,３６１ha のうち、市街地を中心に現在２５２.６ha が

用途地域として指定されています。 

 

【用途地域の指定状況（新十津川町分）】                   

種    別 
面積約 

(ha) 

建築の延べ

面積の敷地

面積に対す

る割合 

建物の建築

面積の敷地

面積に対す

る割合 

構成比

（％） 
備 考 

住

居

系

地

域 

第１種低層住居専用地域 74.0  6/10 以下 4/10 以下 29.3 
高さの限度：10m 
外壁の後退距離の限度
1.0ｍ以上 

第１種中高層住居専用地域 35.0 15/10 以下 6/10 以下 13.9  

第２種中高層住居専用地域 42.0 20/10 以下 6/10 以下 16.6  

第 １ 種 住 居 地 域 37.0 20/10 以下 6/10 以下 14.6  

第 ２ 種 住 居 地 域 10.0 20/10 以下 6/10 以下 4.0  

小   計 198.0 － － 78.4  

商

業

系 

地

域 

近 隣 商 業 地 域 

2.1 20/10 以下 8/10 以下 0.9 橋 本 
準防火地域 

4.6 30/10 以下 8/10 以下 1.8 中 央 

商 業 地 域 4.9 40/10 以下 8/10 以下 1.9 準 防 火 地 域 

小   計 11.6 － － 4.6  

工

業

系 
地

域 

準 工 業 地 域 11.0 20/10 以下 6/10 以下 4.3  

工 業 地 域 32.0 20/10 以下 6/10 以下 12.7  

小   計 43.0 － － 17.0  

合   計 252.6 － － 100.0  
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新十津川町の現況 第２章 

⑤ 建築物用途別現況 

用途地域内における建築物用途別現況は、棟数でみると専用住宅が１,２２９棟と最も多

く立地し、延床面積においても専用住宅が１５７,４６４㎡と全体の半数を占める割合とな

っています。 

【都市計画基礎調査（北海道）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物用途 棟数 延床面積（㎡）  建物用途 棟数 延床面積（㎡） 

地方国家施設 4 1,836  医療施設 5 8,503 

自治体施設 9 6,178  運動施設 4 3,336 

業務施設 24 6,780  社会福祉施設 7 11,479 

集合販売施設 1 15  厚生施設 1 37 

専用店舗施設 19 6,894  軽工業施設 20 6,940 

専用住宅 1,229 157,464  サービス工業施設 1 1,161 

共同住宅 81 28,606  家内工業施設 2 592 

一般店舗併用住宅 8 1,531  供給処理施設 7 1,356 

事務所併用住宅 119 23,895  運輸倉庫施設 42 7,707 

飲食店併用住宅 1 84  通信施設 1 680 

教育施設 5 14,685  農業施設 33 6,699 

文化施設 13 7,544  計 1,643 308,223 

宗教施設 6 3,046     

記念施設 1 1,175 ※令和２年１０月１日調査時点 
※付属屋(車庫、倉庫、物置、その他)は集計対象から除く 
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第２章 新十津川町の現況 

（７）都市計画施設の現況 

① 都市計画道路 

都市計画道路は、１１路線が計画決定され、整備済みが７路線となっていますが、未整備・

一部整備済合わせて４路線が未完了となっています。 

 

図

面 

番

号 

名 称 延長約 

（ｍ） 

《町内分》 

幅 員 

（ｍ） 
摘 要 備 考 

整 備 
状 況 区

分 

規

模 

番

号 

都市計画道路名 

（ 路 線 名 ） 

① 3 2 103 
南  4  号  通 

(町道南 4 号線) 
2,120 30.0 

JR 札沼線と 

立体交差（340

） ）

 一部整備済 

② 3 3 101 
札 沼 通 

(国 道 2 7 5 号 ) 
3,970 

20.0 
一般国道 275 号 
橋梁（230ｍ） 

Ｌ＝1,030ｍ 

整 備 済 21.8 一般国道 275 号 Ｌ＝1,210ｍ 

27.0 一般国道 275 号 Ｌ＝1,730ｍ 

③ 3 4 6 
西 大 通 

(国 道 4 5 1 号 ) 

2,260 

《200》 
21.8 橋梁（100ｍ）  整 備 済 

④ 3 4 23 
滝 新 通 

(国 道 4 5 1 号 ) 

2,690 

《540》 
20.0 

一般国道 451 号 

橋梁（270ｍ） 
 整 備 済 

⑤ 3 4 102 
菊 水 大 通 

(町道菊水 1条通り) 
1,680 20.0 橋梁（390ｍ）  一部整備済 

⑥ 3 4 104 

学 園 通 

( 道 道 学 園 新 十 

津川停車場線 ) 

930 20.0   整 備 済 

⑦ 3 4 105 

西 1 号 通 

(町道西１線、菊水

団地 2号通り) 

1,460 16.0   整 備 済 

⑧ 3 4 106 
西 2 号 通 

(町 道 西 ２ 線 ) 
530 16.0   整 備 済 

⑨ 3 4 107 

北 2 線 通 

(町道北１号線、 

北 2 線 ) 

1,550 
16.0  Ｌ＝750ｍ 

未 整 備 
20.0  Ｌ＝800ｍ 

⑩ 3 4 108 

中 央 通 

(北中央 3 号通り、 

菊水 2号通り) 

820 20.0   整 備 済 

⑪ 3 4 109 

菊 水 通 

(青葉 6条通り、 

菊水 3条通り、 

菊水団地 5条通り) 

920 16.0   一部整備済 
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第２章 新十津川町の現況 

主な道路の交通量を平成２２年と平成２７年との比較で見ると、「⑦国道４５１号」以外

は全体的に交通量が増えており、特に小型車が国道２７５号において約２割～３割程度増加

しています。 

 

【主な道路の交通量】 

番号 路線名称 調査年度 
自動車類（24 時間） 昼間12時間交

通量（台） 小型車（台） 大型車（台） 合計（台） 

① 
国道２７５号 

（札沼通） 

平成 22 年 4,657 1,621 6,278 5,104 

平成 27 年 6,679 1,860 8,539 7,176 

② 
国道４５１号 

（西大通） 

平成 22 年 6,734 632 7,366 5,989 

平成 27 年 8,413 598 9,011 7,447 

③ 
国道４５１号 

（滝新通） 

平成 22 年 2,961 1,240 4,201 3,207 

平成 27 年 4,536 1,948 6,484 4,839 

④ 
学園新十津川停車場線 平成 22 年 2,424 417 2,841 2,255 

平成 27 年 2,375 477 2,852 2,357 

⑤ 
国道２７５号 

（札沼通） 

平成 22 年 4,657 1,621 6,278 5,104 

平成 27 年 5,792 3,128 8,920 6,657 

⑥ 
国道２７５号 

（札沼通） 

平成 22 年 4,890 1,725 6,615 5,378 

平成 27 年 6,082 3,318 9,400 7,015 

⑦ 
国道４５１号 平成 22 年 942 128 1,070 877 

平成 27 年 651 164 815 608 

⑧ 
学園新十津川停車場線 平成 22 年 2,424 417 2,841 2,255 

平成 27 年 2,375 477 2,852 2,357 

出典：「全国道路・街路交通情勢調査」（国土交通省） 
調査位置図 
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新十津川町の現況 第２章 

【地域公共交通図】 

町内の公共交通は、他市町を往来する北海道中央バスや、町郊外を往来するする乗合ワゴン

や乗合タクシーが運行され、滝川市や砂川市に接続しています。 
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第２章 新十津川町の現況 

 

② 都市公園 

都市計画公園５箇所、都市計画緑地１箇所が都市計画決定されています。また、その他都

市公園７箇所を含め全１３公園について、新十津川町公園施設長寿命化計画により計画的な

維持管理を行っています。 

 

【都市計画公園等】 

図

面 

番

号 

名 称 計画決定 

面積 

（ha） 

当初計画決定年月日 

最終計画変更年月日 
備 考 区

分 

規

模 

番

号 
公 園 名 種 別 

① 2 2 101 青 葉 公 園 街 区 0.41 昭和 55 年 ４ 月 15 日  

② 2 2 102 み ど り 公 園 街 区 0.40 昭和 56 年 ３ 月 ２ 日  

③ 2 2 103 橋 本 公 園 街 区 0.23 昭和 56 年 ３ 月 ２ 日  

④ 2 2 104 北 中 央 公 園 街 区 0.50 昭和 59 年 ３ 月 ５ 日  

⑤ 3 3 101 中 央 公 園 近 隣 1.80 昭和 56 年 ３ 月 ５ 日  

小計 ５ 公 園 3.34         

⑥   1 石狩徳富河川緑地 緑 地 111.30 
昭和 
昭和 

63 
63 

年 
年 

６ 
12 

月 
月 

２ 
19 

日 
日 

 
 

小計 １ 緑 地 111.30         

合計 ６ 公 園 114.64         

 

 

【その他都市公園】 
図

面 

番

号 

名 称 
面積 

（ha） 
供 用 開 始 年 月 日 備 考 区

分 

規

模 

番

号 
公 園 名 種 別 

⑦    菊 水 公 園 特 殊 0.58 平成 ６ 年 ４ 月 １ 日 
明治 23 年開拓

発祥地 

⑧    菊 水 児 童 公 園 街 区 0.20 平成 ３ 年 ９ 月 １ 日 
菊水土地区画

整理事業 

⑨    さ く ら 公 園 街 区 0.23 平成 ３ 年 ９ 月 １ 日 
菊水土地区画

整理事業 

⑩    あ じ さ い 公 園 街 区 0.10 平成 ５ 年 ４ 月 １ 日 
町土地開発公

社の宅造 

⑪    カ ト レ ア 公 園 街 区 0.06 平成 ９ 年 ３ 月 24 日 
町土地開発公

社の宅造 

⑫    青 葉 児 童 公 園 街 区 0.22 平成 15 年 ３ 月 31 日 
文京土地区画

整理事業 

⑬    (仮称)駅跡公園  1.62        
令和 5年 

整備完成予定 

合計 ７ 地 区 3.00         
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第２章 新十津川町の現況 
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第２章 新十津川町の現況 

③ 下水道 

新十津川町の公共下水道は、平成元年１１月に下水道事業認可を受け整備に着手し、平成

８年１１月より石狩川流域下水道奈井江浄化センター（奈井江町）にて処理を開始していま

す。公共下水道は、排水区域で計画の約９割（２３２ha）、下水管渠で計画の約４割（４３,

６７５m）が供用されており、「新十津川町下水道事業経営戦略（平成２９年３月）」及び「下

水道ストックマネジメント計画（令和３年２月）」に基づき公共下水道の計画的な維持管理

を行っています。また、公共下水道は、平成元年に新十津川町により都市計画決定を行って

います。 

 

【公共下水道】                       

計  画 供  用 

排水 

区域 

（ha） 

下水 

管渠 

（ｍ） 

ポンプ場 処理場 排水 

区域 

（ha） 

下水 

管渠 

（ｍ） 

ポンプ場 処理場 

箇所 
面積 

（㎡） 
箇所 

面積 

（㎡） 
箇所 

面積 

（㎡） 
箇所 

面積 

（㎡） 

253 99,059 1 480 0 0 232 43,675 1 480 0 0 

 

 

 

【公共下水道事業計画一般図】 
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新十津川町の現況 第２章 

④ 河川 

都市施設として位置付けられている石狩川は、河川のもつ防災機能を活かし、災害に強い

都市づくりを進めるため、平成元年８月２８日に北海道により都市計画決定を行っています。 

 

市町名 河川名 計 画 幅 員 
計画延長 

（ｍ） 
構 造 都 市 計 画 決 定 備 考 

滝川市 

新十津川町 

砂川市 

浦臼町 

石狩川 2,070ｍ～695ｍ 17,400 

堤防式 

複々 

断面 

平成元年 8月 28 日 一級河川 

 

 

（８）その他の施設の現況 

① 避難所 

災害時の避難施設として、新十津川町地域防災計画により下記の１５施設が指定されてい

ます。１５施設の合計収容人数としては、一時的な避難が６,４３５人、長期的な避難が 

３,２２１人の受け入が可能となっています。 

 

【用途地域内避難所一覧表】 

図面 

番号 
地区名 避 難 所 

収 容 人 員 

構造 階数 建築年 一時的な 

避難(1 ㎡) 

長期的な 

避難(2 ㎡) 

① 
橋本区 

橋本区自治会館 118 人 59 人 Ｓ １Ｆ 平成 27 年 

② 新十津川保育園 291 人 146 人 CB １Ｆ 平成 17 年 

③ みどり区 みどり区自治会館 118 人 59 人 Ｓ １Ｆ 平成 27 年 

④ 菊水区 菊水区自治会館 128 人 64 人 Ｓ １Ｆ 平成 28 年 

⑤ 

中央区 

中央区自治会館 211 人 106 人 Ｓ ２Ｆ 平成２年 

⑥ 農村環境改善センター 625 人 313 人 RC ２Ｆ 昭和 57 年 

⑦ 
総合健康福祉センター
「ゆめりあ」 

362 人 181 人 SRC ３Ｆ 平成 11 年 

⑧ 
青葉区 

青葉区自治会館 150 人 75 人 Ｓ １Ｆ 平成２年 

⑨ 
新十津川農業高等学校 
屋内体育館 

599 人 300 人 SRC １Ｆ 平成 18 年 

⑩ 

文京区 

文京区自治会館 118 人 59 人 Ｓ １Ｆ 平成 29 年 

⑪ 新十津川小学校校舎 1,709 人 855 人 RC ３Ｆ 
昭和 56 年 
(平成 23 年

耐震補強) 

⑫ 新十津川中学校校舎 1,230 人 615 人 RC ３Ｆ 
昭和 46 年 
(平成 22 年

耐震補強) 

⑬ 新十津川中学校武道場 343 人 172 人 Ｓ １Ｆ 平成 24 年 

⑭ 青少年交流センター 340 人 170 人 RC ２Ｆ 平成５年 

⑮ 新十津川町図書館 93 人 47 人 RC １Ｆ 平成６年 

計   6,435 人 3,221 人    
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第２章 新十津川町の現況 
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第２章 新十津川町の現況 

② 公営住宅及び特定公共賃貸住宅 

本町の公営住宅及び特定公共賃貸住宅は、都市計画区域内において、１１団地（４４棟３３

０戸）が配置されています。建物の築年数を見ると２割が４０年以上経過していますが、「新

十津川町公営住宅等長寿命化計画（平成３０年３月）」による計画的な維持保全が図られてい

ます。 

 

図面 

番号 

 
団 地 名 棟数戸数 階数 間 取 り 築 年 度 構造 

① 公営 中 央 団 地 9 棟 40 戸 １Ｆ・２Ｆ ２ＤＫ・３ＤＫ 昭和 52～昭和 59 年 ＣＢ・ＰＣ 

② 橋 本 団 地 9 棟 36 戸 ２Ｆ 
２ＬＤＫ・３ＤＫ・ 

・３ＬＤＫ 
昭和 54～昭和 63 年 ＣＢ・ＰＣ 

③ さ く ら 団 地 7 棟 28 戸 １Ｆ ３ＤＫ 昭和 51～昭和 54 年 ＣＢ・ＰＣ 

④ 菊 水 北 団 地 1 棟 8戸 ２Ｆ ２ＬＤＫ・３ＬＤＫ 昭和 62 年 ＰＣ 

⑤ 新 菊 水 団 地 2 棟 16 戸 ２Ｆ ２ＬＤＫ・３ＬＤＫ 平成元年 ＰＣ 

⑥ 白 樺 団 地 2 棟 8戸 ２Ｆ ２ＬＤＫ・３ＬＤＫ 昭和 63～平成 2年 ＰＣ 

⑦ あじさい団地 6 棟 24 戸 ２Ｆ ２ＬＤＫ・３ＬＤＫ 平成 4～平成 6年 ＰＣ 

⑧ ト ッ プ 団 地 2 棟 72 戸 ３Ｆ ２ＬＤＫ・３ＬＤＫ 平成 9～平成 12 年 ＲＣ 

⑨ 文 京 団 地 1 棟 56 戸 ４Ｆ ２ＬＤＫ・３ＬＤＫ 平成 15～平成 17 年 ＲＣ 

⑩ 青 葉 団 地 4 棟 36 戸 ２Ｆ ２ＬＤＫ・３ＬＤＫ 平成 20～平成 23 年 ＲＣ 

計  43 棟 324 戸     

⑪ 特公賃 フィールドニュー95 1 棟 6 戸 ３Ｆ １ＬＤＫ 平成 6年 ＲＣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40年以上
22%

40年未満
56%

20年未満
22%

新十津川町 公営住宅 築年数
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第２章 新十津川町の現況 
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第３章 上位計画・関連計画の概要 

１ 上位計画  ※関連部分を抜粋 

① 新十津川町第６次総合計画 （令和４年３月策定）       

社会経済情勢の変化に対応し、中・長期的視野に立った行政運営を進めるためのまちづくり指針と

なるもので、目指すまちの将来像や基本目標、主要施策などを総合的・体系的にまとめた、町の各種

行政計画の最上位に位置づけられる計画です。 

■計画期間    令和４年度～令和１３年度（２０２２年度～２０３１年度） 

■目指すまちの将来像 

 

■まちづくりの目標 

① 住みやすい暮らし

がある 

町民が快適に生活できるよう、住環境の充実を図るとともに、本町の素

晴らしい自然を守り続けるために、脱炭素社会の実現など地球環境の保

全に努め、住みやすい暮らしがあるまちを実現します。 

② 笑顔がつづく健康

がある 

町民一人ひとりが健康で幸せに暮らせるよう、地域が一体となり、みん

なで支え合う多様な体制や仕組みづくりと環境づくりを推進し、笑顔が

つづく健康があるまちを実現します。 

③ 活気あふれる産業

がある 

基幹産業である農業をはじめ、商業、工業、林業の持続的発展を図ると

ともに、観光施設の充実による町への誘客を進め、地域経済を活性化さ

せ、活気あふれる産業があるまちを実現します。 

④ 心やすらぐ備えが

ある 

町民と行政が協力して防災力の強化や防犯体制の充実を図り、安全な地

域づくりを進め、町民が日々安心して暮らすことのできる体制を整える

ことで、心やすらぐ備えがあるまちを実現します。 

⑤ 未来を叶える学び

がある 

子どもから高齢者まで町民一人ひとりが充実した学びを得ることがで

き、生涯に渡り目標に向かうことのできる環境を整えることで、未来を

叶える学びがあるまちを実現します。 

⑥ 助け合う絆がある 

地域コミュニティの活性化や町民と行政の情報共有を進め、「町民と町

民」、「町民と行政」が互いに助け合う体制を構築するとともに、関係人

口の創出を推進し、助け合う絆があるまちを実現します。 

 

■人口の目標 

平成２７年度を初年度とする総合戦略において、「子育て支援と教育を核とした子どもの笑顔があ

ふれるまち」を目指すべき姿とし、その実現に向けて着実に地域づくりを進めてきました。 

この地域づくりにより、令和２年には人口増加に転じるなどその成果が表れました。これからも、

人口減少は避けられない状況であることに変わりはありませんが、今まで歩んできた地域づくりを

止めることなく進め、人口減少の抑制に努めることとします。 

目指すまちの将来像に向けて、本計画における施策や事業を積極的に展開することで、１０年後に

目標とする人口を５,６２０人に設定します。 

  

新たな未来へ ともに歩もう つながる絆 かわらぬ自然と笑顔のまち 
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上位計画・関連計画の概要 第３章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■土地利用 

農用地 

農業従事者の高齢化や担い手不足という状況の中、農用地の適正な維持管理が今

後の大きな課題と言えます。ほ場条件の改善や土地改良など生産基盤の整備を計

画的かつ円滑に推進し、生産性や作業効率の向上を図るとともに、他用途への転

用や耕作放棄地の発生を抑制し、優良農用地の確保に努めます。 

森林地域 

森林地域については、水源のかん養、山地災害の防止、温室効果ガスの吸収のほ

か、町民の保健・休養・レクリエーションの場の提供など、多面的な機能を有し

ていることから、これらの機能が十分に発揮されるよう、計画的な植林や除間伐

などにより森林資源の適正な保全と活用に努めます。また、関係機関との連携に

より無秩序な開発を防止し、多様な生物の生息環境や水資源の保全に努めます。 

商工業地 

国道 275 号沿道に、環境整備がされた商業地を配置し、生活利便施設等の立地を

図ることにより日常生活圏の維持を図ります。また、工業地については、国道 275

号と国道 451 号の交差部の周囲に工業地を配置し、交通利便性の高さを活かした

工業施設の集積を図ります。 

河川・水路 

河川については、集中豪雨による水害を防止するため、河川改修の促進及び中小

河川の維持管理の充実に努めるとともに、河川の水質保全対策や不法投棄の防止

に努め、安全で安心して暮らせる河川の環境整備を進めます。 

道路 

道路については、日常生活の利便性の向上や産業の活性化のため、路面の劣化状

況や緊急性、路線の重要度を考慮しながら道路施設の適切な維持管理と整備を進

めます。また、除排雪作業の効率化や省力化を図り、安全な冬の生活が送れる環

境づくりを進めます。 

宅地 

市街地については、計画的な宅地整備や公共施設の適正配置がほぼ完了している

ことから、今後は、公有地の計画的な宅地化を検討するなど、宅地整備を図ると

ともに、安全で快適な住環境整備を推進し、自然環境と調和した緑豊かな景観形

成に努めます。 

 

■ＳＤＧs の推進 

SDGs の目標やターゲット（目標達成のために実施すべき事項）に示される多様な項目の追求

が、日本の各地域における諸課題の解決に貢献し、地方創生を推進するという考え方のもと、

本町においても、総合計画に基づき取り組む事業が直接的又は間接的に SDGs の 17 のゴールに

つながることから、総合計画における政策と SDGs の関連を明確にし、一体的に推進します。 
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第３章 上位計画・関連計画の概要 

② 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 （令和元年１０月１８日決定） 

都市計画法第６条の２の規定に基づき、都道府県が広域的見地から定める都市計画の基本的・総合
的な方針です。通称「区域マスタープラン」。 

■目標年次  ： 令和１２年（２０３０）の姿として策定 

■範囲    ： 滝川都市計画区域：滝川市・新十津川町 約８,８０３ha 

うち新十津川町 都市計画区域（行政区域の一部） 約 １,３６１ha 

■都市づくりの基本理念 

・新十津川町では、まちづくりのテーマを「豊かな自然 あふれる笑顔 みんなで創る いきいき未
来」とし、環境への負荷の少ない循環型社会を構築し、住民と行政がともに手を取り合いながら、
誰もが住み続けたいと思えるまちを築くことを目標としている。 

・本区域は、人口の減少や少子高齢化が進行することから、市街地の拡大を抑制し、都市の既存ス
トックの有効活用を促進することにより、都市の防災性の向上が図られ、様々な都市機能がコン
パクトに集積した都市構造、さらには、地球環境時代に対応した低炭素型都市構造への転換を目
指す。 

■土地利用に関する主要な都市計画の決定方針 

≪住宅地≫ 

 新十津川市街地の地域商業業務地の周囲や３・３・１０１号札沼通（国道２７５号）沿道には一
般住宅地を配置し、沿道環境と背後地の住環境の調和を図るとともに、市街地の外縁部には土地
区画整理事業等により計画的に整備された専用住宅地を配置し、周囲の自然環境、田園環境と調
和した、低層住宅主体のゆとりある住環境の形成を図る。 

 新十津川市街地のＪＲ新十津川駅の周囲には、一般住宅地を配置し、生活利便施設の立地を許容
しつつ、周辺の住宅地との調和を図り良好な住環境を形成する。 

≪商業業務地≫ 

 新十津川町中央地区や橋本・みどり地区の３・３・１０１号札沼通（国道２７５号）沿道には、
景観の統一や環境整備がされた地域商業業務地を配置し、生活利便施設等の立地を図ることに
より日常生活圏の維持を図る。 

≪工業・流通業務地≫ 

 新十津川市街地の３・３・１０１号札沼通（国道２７５号）と３・４・２３号滝新通（国道４５
１号滝新バイパス）の交差部の周囲には一般工業地及び流通業務地を配置し、引き続き企業誘致
等を進めることにより、交通利便性の高さを生かした工業施設や流通業務施設の集積を図る。 

 工業・流通業務地には、必要に応じて特別用途地区を定めることにより、合理的な操業環境等の
形成や周辺の住環境の保全に配慮する。 

≪用途転換、用途純化又は用途の複合化に関する方針≫ 

 ＪＲ新十津川駅周辺は、ＪＲ札沼線の廃線による流通機能の移転を含め土地利用の動向を見極
めながら、住宅地等への転換など土地利用の見直しを進める。 

≪市街地の土地利用の方針≫ 

 新十津川市街地の専用住宅地については、土地区画整理事業等により形成された良好な住環境
の保全を図る。 

≪その他の土地利用の方針≫ 

 優良な農地の保全に努め、特に、農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規定す
る農用地区域については、用途地域拡大の対象とはしない。 

 災害発生の可能性のある地区は、市街化を抑制し緑化の促進や保全に努めるとともに、既成市街
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地等については地域防災計画に基づき災害の防止に努める。 
 山林原野、樹林地、丘陵地、河川敷地等については、今後とも良好な自然環境の保全に努める。 
 現況が優良な農地である新十津川市街地の中央地区西側及び橋本地区西側については、今後の
土地需要等の動向を踏まえ、農業振興地域農用地区域への編入に合わせた用途地域の縮小を検
討する。 
 
 

■都市施設の整備に関する主要な都市計画の決定方針 

≪交通体系の整備の方針≫ 

 多様な都市活動を支え円滑な自動車交通を確保するために、都市の骨格となる都市内道路網の
形成を進める。 

 歩行者や自転車の安全で快適な通行を確保するために、歩行者や自転車交通のネットワークの
形成やバリアフリー化を進める。 

 鉄道やバスの公共交通体系の変化が想定されることから、公共交通の利用促進のために、沿道の
土地利用と連動した公共交通軸の形成や交通結節点の整備を進める。 

 本区域は豪雪地帯であり、冬季間の交通の確保やバリアフリー化など、冬の交通環境の改善を図
る。 

≪主要な施設の配置の方針≫ 

ａ.道路 

 ３・４・６号西大通（国道４５１号）、３・４・２３号滝新通（国道４５１号滝新バイパス）及
び３・３・１０１号札沼通（国道２７５号）を広域都市軸として都市の骨格となる道路とする。 

 ３・４・１０４号学園通（一般道道学園新十津川停車場線）及びその他の都市計画道路を配置し、
中空知圏域交流軸として都市内道路網を形成する。 

≪下水道及び河川の整備の方針≫ 

ａ.下水道 

 新十津川町の下水道の普及率は、平成２７年（２０１５年）で６５.７％であり、今後も市街地
の下水道（石狩川流域下水道）の普及を目指し、整備の推進を図る。 

ｂ.河川 

 石狩川、徳富川を主とする河川については、各種開発事業等との調整を図りつつ、親水機能にも
配慮した自然と触れ合う水辺空間の活用や総合的な治水対策などに努める。 

 
 

■自然的環境に関する主要な都市計画の決定の方針 

≪緑地の配置の方針≫ 

 環境保全・景観構成において、都市の骨格となる緑地として、石狩徳富河川緑地を配置する。 
 日常圏的なレクリエーション活動に対処する緑地である街区公園や近隣公園については、地域
ニーズを踏まえ都市の集約化に対応した効率的、効果的な配備や配置の適正化を図る。 

 災害時における避難地及び防災拠点として、中央公園を配置する。 
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方針付図 
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２ 関連計画  ※関連部分を抜粋 

① 第２期新十津川町まち・ひと・しごと創生総合戦略 （令和４年３月策定） 

「第２期 まち・ひと・しごと創生総合戦略」と「第６次総合計画」を踏まえ、人口減少の克服や地

方創生に資するため、今後５か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策を示した計画です。 

■目指すべき姿  

 

 

■計画期間  令和４年度～令和８年度（２０２２年度～２０２６年度）  ５年間 

■基本目標と主な施策 

基本目標  対応する主な施策 数値目標 

安定した就業創出プロ

ジェクト 

1. 農業の育成 

2. 中小企業等の活性化 

 新規就農者数 30 人（累計） 

 商工会員事業所の雇用者数  年間 845 人 

まちに人を引き寄せる

創生プロジェクト 

3. 情報発信と誘客 

4. 定住の促進 

 来町者数 205,000 人（目標年） 

 転入者数 年間 200 人 

子育てしたい環境創出

プロジェクト 

5. 出産の支援 

6. 子育て世代の流入 

7. 特色ある教育の充実 

 出生数  年間 30 人 

 子育て世代転入数（20 代～40 代世帯） 

年間 30 世帯 

安心して暮らし続ける

地域プロジェクト 

8. 住み慣れた場所で生活で

きる環境整備 

9. 健康寿命の延伸 

10. 地域・広域連携による暮

らしの確保 

 転出者数 年間 208 人 

 行政区活動支援交付金事業数 

37 事業（目標年） 

■ＳＤＧs の推進 

国の第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略の横断的な目標にも取り入れられている「SDGs」

の視点を、第２期総合戦略にも取り入れることとし、基本目標との関連性を明確にし、人口減少

の克服、地方創生の推進を図ります。 

 

② 新十津川町公共施設等総合管理計画 （平成２９年３月策定） 

本町における公共施設等の全体を把握するとともに、公共施設等を取り巻く現状や将来にわたる

課題等を客観的に整理し、長期的な視点を持って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進する

ための計画です。 

■計画期間（第一次計画） 平成２９年度～令和８年度（２０１７年度～２０２６年度）１０年間 

■目標設定 

長期的には修繕・更新費用と充当可能財源のバランス

を取ることを目標とするが、第一段階として現在１１.

１億円と試算される充当可能財源の不足額を２.５億円

まで削減する。 

■基本的な方針 

 

 

 

 

「子育て支援と教育を核とした子どもの笑顔があふれるまち」 

1. 施設維持にかかるコストの抑制と財源確保 

2. 安全性の確保と計画的な管理 

3. 住民ニーズの把握と変化に対する柔軟性 

4. 公共施設マネジメントの確実かつ継続的な推進 
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③ 新十津川町地域防災計画  （平成３１年３月修正）         

災害対策基本法に基づき、本町の地域に係る防災に関し、住民の生命・身体、財産等の保護と被害
を軽減すること等を目的に、災害対策に関する総合的かつ基本的な事項を定めた計画です。 

※ここでは、安全・安心な都市環境の維持・整備等まちづくりの観点から、「災害危険区域」や「避
難計画（指定避難場所等）」を示している防災マップを示すとともに、水防計画における重要水
防箇所を示す。 

■防災マップ（市街地部地区の洪水ハザードマップ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■水防計画（平成３０年２月改正）における重要水防箇所 
洪水時に危険が予想され、特に注意が必要な重要水防箇所は、石狩川をはじめ徳富川、尾白利加

川に指定されており、ここでは、市街地周辺の石狩川及び徳富川における箇所図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年２月新十津川町防災ガイドマップより 

新十津川町重要水防箇所図 

※図は、北海道開発局札幌開発建設部 HP

重要水防箇所図（新十津川町）より引用 
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④ 新十津川町強靭化計画  （令和２年１２月策定）        

基本法第１３条に基づく、国土強靭化地域計画として策定するものであり、災害対策を実施する上
での予防や発災後の応急対策、復旧等に視点を置いた地域防災計画に対し、国土強靭化地域計画は平
時の備えを中心に、「防災・減災」、「復興・復旧」の施策を横断的・総合的にまとめた計画であり、
「１.人命の保護」「２.救助・救急活動等の迅速な実施」「３.行政機能の確保」」「４.ライフライ
ンの確保」「５.経済活動の機能維持」「６.２次災害の抑制」「７.迅速な復旧・復興等」の区分ご
とに施策及び重点施策を掲げています。 

■計画期間  令和３年度～令和７年度 （２０２１年度～２０２５年度） ５年間 

■計画の目標 

 

 

⑤ 新十津川町地域公共交通計画  （令和３年３月策定） 

地域の移動手段の確保・充実のため、地方公共団体主導で公共交通サービスを改善し、地域の交通
資源を総動員する取組を推進することを目的とする計画です。 

■計画期間   令和３年度～令和７年度 （２０２１年度～２０２５年度） ５年間 

■基本理念 

 

■基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大規模自然災害から町民の生命、財産及び社会経済システムを守る 

②本町の強みを活かし、国・北海道全体の強靭化に貢献する 

③本町の持続的成長を促進する 

限りある資源を活かした持続可能な公共交通の実現 

新たな公共交通体系のイメージ 

基本方針①  交通資源の総動員による公共交通網の形成 

基本方針②  利用しやすい公共交通サービスの確立 

基本方針③  地域で守り育てる公共交通の実現 
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⑥ 新十津川町公営住宅等長寿命化計画 （平成３０年３月策定）    

公営住宅等ストックの適切なマネジメントを行うべく、公営住宅の状態を住棟単位で把握・整理し、

点検や計画修繕の方針を含む長寿命化に関する基本方針を定め、長寿命化のための維持管理・改善計

画等を示した計画です。 

 

■計画期間   平成３０年度～令和９年度（２０１８年度～２０２７年度） １０年間 

■基本目標 

 

 

 

 

 

 

■長寿命化に関する基本方針 

 ストックの状況把握（定期点検及び日常点検）・修繕の実施・データ管理 

 改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減 

 

 

 

 老朽ストックの更新と改善事業の実施による居住水準の向上 

 ライフサイクルコストの縮減と多様な住宅供給による事業の効率化 

 適正な管理戸数の設定 

 誰もが安心して住み続けられる公営住宅等ストックの形成 

 公営住宅事業によるまちづくりへの貢献 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

１ 町民意向調査の結果 

２ アンケート結果からの課題の整理 

 

まちづくりに関するアンケート 第４章 
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１ 町民意向調査の結果 

① 町民アンケート調査（新十津川町第６次総合計画） 

本調査は、新十津川町第６次総合計画の策定にあたり令和３年１月に実施されたもので、本

計画に関係の深い「今後のまちづくりについて」の結果概要は以下のとおりです。 

■調査対象及び調査方法  １８歳以上の町内居住者１,０００名、無作為抽出、町内全域 

■配布数及び回収結果   配付１,０００件、回収数５０７件、回収率５０.７％ 

 

日本の人口が減少傾向にあり、新十津川町も１０年前に比べ、人口は減少しており、今後

も減少が予想されます。（平成２３年 ７,１４６人、令和２年 ６,５４９人：各１１月末） 

そのうえで今後のまちづくりについて、おたずねします。 

 

（設問１）あなたは、今後のまちづくりにおいて、新十津川町をどのような特色のあるまちに

すべきだと考えますか。（複数回答） 

項目 回答数 割合 

健康・福祉のまち 299 59.0% 

子育て・教育のまち 247 48.7% 

快適住環境のまち 234 46.2% 

農業のまち 229 45.2% 

環境保全のまち 148 29.2% 

住民参画・協働のまち 67 13.2% 

商工業のまち 51 10.1% 

観光・交流のまち 50 9.9% 

生涯学習のまち 49 9.7% 

歴史文化のまち 14 2.8% 

その他 4 0.8% 

・今後のまちづくりにおいては、６割近くが「健康・福祉のまち」をイメージしているほか、「子

育て・教育のまち」や「快適住環境のまち」、基幹産業である「農業のまち」をイメージして

いる割合が半数近くとなっています。 

 

（設問２）今後、生活する上で最も不安に思うことは何ですか。 

項目 回答人数 回収率 

高齢化によるサービスの低下 203 40.0% 

公共交通の低下 175 34.5% 

公共施設の維持負担の増加 65 12.8% 

商業施設・学校等の減少 43 8.5% 

その他 8 1.6% 

無回答 13 2.6% 

 

・人口減少により今後生活する上で不安と感じられることは、「高齢化によるサービスの低下」

と「公共交通の低下」とで７割以上が占められています。 

0% 20% 40% 60%

⾼齢化によ
るサービス
の低下
40.0%

公共交通の低下
34.5%

公共施設の維持
負担の増加
12.8%

商業施設・学校
等の減少
8.5%

その他
1.6%

無回答
2.6%
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 （設問３）今後の市街地のあり方（市街地の規模）について、どのようにお考えですか。 

項目 回答人数 回収率 

コンパクトなまち 267 52.7% 

定住増に向けた市街地開発 142 28.0% 

市街地の維持と空き地等の

有効活用 
72 14.2% 

その他 8 1.6% 

無回答 18 3.6% 

・今後の市街地の規模は７割近くの人が「コンパクトなまち」「市街地の維持」と回答しており、

「コンパクトシティ」への関心は高いといえますが、一方で３割近くの人が拡大を含む市街地開

発に前向きな考えを示しています。 

 

 （設問４）あなたが将来、仮に町内の別の場所に移るとしたら、どのような場所でしょうか。 

項目 回答人数 回収率 

役場を中心として、公共・医

療・福祉施設などの利便性

が高いエリア 

192 37.9% 

商業施設やバス交通が便利

な国道沿線エリア 
87 17.2% 

多少不便さはあるが、閑静

な郊外エリア 
42 8.3% 

現在地以外は考えられない 179 35.3% 

無回答 7 1.4% 

・仮に将来町内の別の場所に移るとした場合、４割近くの人が役場周辺を希望しています。ま

た、３割以上の人が現在の居住環境を評価している結果となっています。 

 

 （設問５）あなたの地区の交通や施設等の便利さをお聞かせください。 

項目 大変便利 概ね便利 どちらでもない やや不便 大変不便 無回答 

通勤・通学・通院のしやすさ 43 177 94 108 60 25 

日常買い物のしやすさ 29 185 96 111 60 26 

公園・集会場などの利用しやすさ 45 189 172 37 31 33 

休日のすごしやすさ 47 188 189 27 24 32 

 

 

 

 

 

 

 

 

・居住地区の交通や施設の便利さについては、各項目で４割を超える人が「大変便利」「概ね便

利」と回答しており、「大変不便」「やや不便」との回答は少数となっています。 
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 （設問６）あなたの地区に、これからも住み続けるために必要となるものをお聞かせください。 

項目 必要 なるべく

必要 

町にあれ

ば良い 

無くても

支障なし 
不要 無回答 

高齢者・子育てなどの福祉施設 233 78 143 13 7 33 

幼、小、中、高などの教育施設 214 62 165 13 9 44 

災害にも対応する集会施設 195 141 114 9 6 42 

公園・広場や緑豊かな緑地 126 145 161 29 6 40 

病院、診療所などの医療施設 188 107 143 30 4 35 

銀行、郵便局などの金融施設 202 110 141 13 1 40 

コンビニ、日用品などの物販施設 204 113 138 10 5 37 

スーパーなどの大型商業施設 98 60 172 122 19 36 

理・美容院や飲食店などのサービス施設 59 98 223 79 8 40 

身近なバス停 160 160 92 44 10 41 

働く場所 175 116 125 40 10 41 

公営住宅やアパート、貸家など 141 123 159 34 11 39 

その他 14 0 0 0 0  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大型商業施設やサービス施設は、「町にあれば良い」との回答が多くなっていますが、それ以

外の公共・公益施設等については、約６割の人が「必要」「なるべく必要」と回答しているこ

とから、多くの人が、これからも住み続けるために必要な施設として、感じている結果となっ

ています。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾼齢者・⼦育てなどの福祉施設

幼、⼩、中、⾼などの教育施設

災害にも対応する集会施設

公園・広場や緑豊かな緑地

病院、診療所などの医療施設

銀⾏、郵便局などの⾦融施設

コンビ⼆、⽇⽤品などの物販施設

スーパーなどの⼤型商業施設

理・美容院や飲⾷店などのサービス施設

⾝近なバス停

働く場所

公営住宅やアパート、貸家など

必要 なるべく
必要

町にあれ
ば良い

無くても
⽀障なし

不要 無回答

理・美容院や飲⾷店などのサービス施設 

スーパーなどの⼤型商業施設設 
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第４章 まちづくりに関するアンケート 

② まちづくりに関する町民アンケート調査（町の施策に関するアンケート調査） 

本町では、各施策に対する重要度、満足度など、まちづくりに関する５９施策について、町民意識を調

査し町政に反映することを目的としたアンケート調査を、毎年３月に実施しています。 

本計画においてもその結果のうち、主に都市計画に関係する項目を抽出し、活用することとします。 

■調査対象者の抽出方法： 配付数６００名について年齢階層を年齢１８歳以上７９歳以下について１０歳

刻みの６階層としている。抽出方法としては、年齢階層ごとに１００名で男女同数を抽出しており、過

去２年の発送者は除外するなどしている。 

■回収率： 令和３年の回収率４７.３％ 

■59 施策の平均値： 令和３年の５９施策（右表）の重要度、満足度の平均値は、重要度が７３.３ポイン

ト、満足度が６２.４ポイントで、重要度と満足度で概ね１０ポイントの差があり、満足度を重要度の値

に近づける事が各施策実施の目標と捉えることが出来ます。 

■都市計画マスタープランでの活用 

５９施策のうち、他の個別計画等で対応すべきものは４７施策であり、本計画に関係の深いものは１２

施策（右表着色施策）で以下の方法で整理されます。 

①施策全体の重要度・満足度の平均値を縦軸・横軸に 

設定し、各施策の重要度の点数と満足度の点数を 

マトリックス図※に示し、傾向区分を分類します。 

 

 

 

 

 

 

②傾向区分の分類内容は以下のとおりです。Ⓐは重要度・満足度とも高いため、位置づけは施策の「重点

維持」、Ⓑは重要度は高いが満足度が低いことから「重点改善」、Ⓒは重要度は低いが満足度が高いた

め「過剰遂行」、Ⓓは重要度・満足度とも低いため「低優先度」と位置付けられます。 

また、その内容で重要度は「町民の期待が大きい～小さい」、満足度は「実施効果が表れている～薄い」

と解釈することが出来ます。 

 

 

 

 

 

 

③今後における各施策の優先順位は、重要度は高いが満足度が低いⒷをいかにⒶに移行させるか、重要度・

満足度とも低いⒹをいかにⒸに移行させるかがポイントとなり、本計画にも反映される項目となります。 

 

令和３年まちづくりに関する町民アンケート調査結果 

 

 

重要度︓⾼い

Ⓑ Ⓐ

Ⓓ ©

重要度︓低い

満⾜度︓低い 満⾜度︓⾼い

平均値 62.4

平均値 73.3

■マトリックス分析
　　　　　【施策の「重要度」・「満足度」結果】

※「マトリックス図」とは、施策ごとに縦軸（重要度）と横軸（満足度）の交点を書き込みしていく図の事で、それぞれの傾向区分が分かりやすく表示されます。 

「傾向区分表」

 傾向区分 重要度 満⾜度 位置付け 内  容

Ⓐ ⾼ ⾼ 重点維持 施策への期待は⼤きく、効果も表れている。

Ⓑ ⾼ 低 重点改善 施策への期待は⼤きいが、効果が薄い。

Ⓒ 低 ⾼ 過剰遂⾏ 施策への期待は⼩さいが、効果は表れている。

Ⓓ 低 低 低優先度 施策への期待は⼩さく、効果も薄い。

※ 位置付けはIPA（Iｍportance-Performance Analysis）による

施策01 「環境美化の推進」について 75.4 60.8 Ⓑ
施策02 「省エネ・省資源活動の促進」について 65.0 55.1 Ⓓ
施策03 「ごみ減量化・リサイクル等の促進」について 78.7 66.0 Ⓐ
施策04 「ごみ処理体制の整備」について 78.5 66.2 Ⓐ
施策05 「し尿処理体制の整備」について 71.5 61.5 Ⓓ
施策06 「住宅の整備」について 78.3 72.0 Ⓐ
施策07 「公園・緑地の整備」について 68.1 62.0 Ⓓ
施策08 「上・下⽔道の整備」について 79.0 67.8 Ⓐ
施策09 「地域情報化の推進 」について 73.7 58.1 Ⓑ
施策10 「道路環境の整備」について 74.2 58.6 Ⓑ
施策11 「除排雪体制の整備」について 84.0 59.1 Ⓑ
施策12 「地域公共交通の確保」について 75.9 54.0 Ⓑ
施策13 「⼦育て⽀援の充実」について 81.3 74.0 Ⓐ
施策14 「児童福祉サービスの充実」について 78.7 69.3 Ⓐ
施策15 「障がい者福祉サービスの充実」について 78.3 65.5 Ⓐ
施策16 「障がい者社会参加の促進」について 76.3 64.3 Ⓐ
施策17 「⾼齢者の⽣きがい活動の充実」について 70.1 62.0 Ⓓ
施策18 「⾼齢者の介護予防の推進」について 75.0 61.4 Ⓑ
施策19 「⾼齢者介護サービスの充実」について 78.3 62.8 Ⓐ
施策20 「疾病予防対策の充実」について 83.9 78.3 Ⓐ
施策21 「疾病の早期発⾒と健康管理」について 83.9 77.6 Ⓐ
施策22 「⺟⼦保健体制の充実」について 82.5 73.0 Ⓐ
施策23 「健康の増進」について 68.5 59.8 Ⓓ
施策24 「国⺠健康保険、後期⾼齢者医療の安定的運営」について 78.1 67.2 Ⓐ
施策25 「医療受診体制の充実」について 83.5 76.4 Ⓐ
施策26 「農業者の育成」について 78.9 65.4 Ⓐ
施策27 「安定経営の促進」について 74.1 60.7 Ⓑ
施策28 「農産物ブランド化の⽀援」について 73.1 61.0 Ⓓ
施策29 「農業基盤の整備」について 77.6 66.0 Ⓐ
施策30 「有害⿃獣駆除対策の推進」について 76.0 60.6 Ⓑ
施策31 「町有林・⺠有林の保護育成」について 69.1 58.0 Ⓓ
施策32 「林道網の整備」について 66.0 55.2 Ⓓ
施策33 「中⼩企業等の経営⽀援」について 72.0 56.5 Ⓓ
施策34 「商店街の活性化の⽀援」について 72.3 65.9 Ⓒ
施策35 「農商⼯等連携体制の確⽴」について 66.7 58.0 Ⓓ
施策36 「観光情報の発信」について 62.2 51.4 Ⓓ
施策37 「都市と農村の交流促進」について 60.8 53.3 Ⓓ
施策38 「観光資源の発掘」について 61.5 51.8 Ⓓ
施策39 「雇⽤の安定と促進」について 70.0 45.9 Ⓓ
施策40 「労働者対策の推進」について 64.5 50.8 Ⓓ
施策41 「消防活動の充実」について 78.2 65.8 Ⓐ
施策42 「救急活動の充実」について 79.7 65.7 Ⓐ
施策43 「地域防災⼒の向上」について 77.0 64.4 Ⓐ
施策44 「河川環境の整備」について 71.8 60.2 Ⓓ
施策45 「防犯体制の充実」について 73.3 57.0 Ⓓ
施策46 「消費者対策の充実」について 65.0 55.2 Ⓓ
施策47 「交通安全の推進」について 67.4 59.2 Ⓓ
施策48 「学校教育環境の充実」について 81.1 71.3 Ⓐ
施策49 「学校給⾷の充実」について 80.6 74.7 Ⓐ
施策50 「社会教育活動の推進」について 66.7 59.9 Ⓓ
施策51 「⻘少年健全育成の充実」について 69.1 61.0 Ⓓ
施策52 「読書活動の促進」について 69.0 66.4 Ⓒ
施策53 「⽂化活動の促進」について 64.9 60.5 Ⓓ
施策54 「スポーツ活動の促進」について 69.87 65.5 Ⓒ
施策55 「広聴活動の推進」について 71.5 59.8 Ⓓ
施策56 「住⺠活動の⽀援」について 65.1 60.6 Ⓓ
施策57 「情報の発信」について 66.3 59.7 Ⓓ
施策58 「⾏政事務の効率化」について 69.6 60.1 Ⓓ
施策59 「安定財政の推進」について 73.3 63.5 Ⓒ

平均値 73.3    62.4

⽬標⑥【みんなでともに歩むまち】

⽬標③【みんなでつくる豊かなまち】

⽬標④【みんなでつくる安⼼なまち】

⽬標⑤【みんなでつくる学びのまち】

⽬標②【みんなでつくる健やかなまち】

重要度点数 満⾜度点数 傾向区分

⽬標①【みんなでつくる住みよいまち】
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まちづくりに関するアンケート 第４章 

２ アンケート結果からの課題の整理 

２つの町民アンケートより抽出された課題のキーワードを分野ごとに整理します。 

 

① 町民アンケート調査（新十津川町第６次総合計画） 

問 課題のキーワード 

１ 健康・福祉のまち、子育て・教育のまち、快適住環境のまち、農業のまち 

２ 高齢化によるサービスの低下、公共交通の低下 

３ コンパクトなまち 

４ 役場を中心として公共・医療・福祉施設などの利便性 

５ 通勤・通学・通院のしやすさ、日常買い物のしやすさ、公園・集会場などの利用し

やすさ 

６ 住み続けるために必要性が高い公共・公益施設 

 

② まちづくりに関する町民アンケート調査（町の施策に関するアンケート調査） 

課題のキーワード 

１ 環境美化の推進 

２ 省エネ・省資源活動の促進 

３ 公園・緑地の整備 

４ 道路環境の整備 

５ 地域公共交通の確保 

６ 町有林・民有林の保護育成 

７ 河川環境の整備 

 

各分野の課題 該当 

（１）土地利用の課題 

・商・工業振興に資する用途地域見直しやコンパクトなまちづくり

の推進、山林・農地の保全、また来訪者との交流拠点の創出や強化

が求められています。 

①-１,-３,-４,-５, 

-６ 

②-６ 

（２）都市施設の課題 

・持続可能な道路・公園・上下水道の維持管理システムの構築や、子

供・高齢者のための身近な公園整備及び公共公益施設の利便性の

向上が求められています。 

①-１,-２,-３,-４, 

-５,-６ 

②-３,-４,-５,-６ 

（３）防災、景観形成、温暖化対策の課題 

・災害に強い河川整備、自然と調和した市街地景観形成及び低炭素・

循環型社会の構築が求められています。 

①-１ 

②-１,-２,-３,-４, 

-６,-７ 

整 

理 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

１ 新十津川町の現況からの課題 

２ 旧都市計画マスタープランからの課題 

３ 上位計画からの課題 

４ 町民アンケートからの課題 

５ 都市づくりの課題の整理 

 

都市づくりの課題 第５章 
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第５章 都市づくりの課題 

「１ 新十津川町の現況からの課題」、「２ 旧都市計画マスタープランからの課題」、「３

上位計画からの課題」、「４ 町民アンケートからの課題」から「都市づくりの課題」として

整理し、次章以降に反映していきます。  

 

１ 新十津川町の現況からの課題  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 旧都市計画マスタープランからの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人口減少社会、少子高齢化の課題 

・高齢夫婦世帯の増加など高齢化社会の進展に伴い日々の生活支援や交通手

段等に不安を抱える人の増加が見られます。 

 

（２）地域産業への課題 

・基幹産業である農業に従事する人口が減少し、農業従事者の高齢化問題や新

たな担い手不足などが問題となっています。 

 

（３）都市施設整備の課題 

・都市計画道路は未整備・一部整備済を含む 4 路線が長期にわたり未完了とな

っていることから、今後廃止を含めた見直しの検討が必要となっています。 

 

（１）土地利用の課題 

・旧計画の「市街地に隣接して土地利用が図られている地域の用途地域編入」

方針については、コンパクト化の観点により方向性の転換が必要です。 

・旧計画の人口フレームは予想を超えて人口減少が進んでいるため、新十津

川町第6次総合計画に即した人口の見直しが必要です。 

 

（２）交通骨格の課題 

・ＪＲ札沼線の廃止による広域交通骨格としての位置付けの変更や、未整備都

市計画道路の廃止を含めた見直しの検討が必要です。 

・石狩徳富河川緑地とふるさと公園と連携したサイクルネットワーク構想につ

いては、現時点において整備が進んでいないため見直しが必要です。 
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都市づくりの課題 第５章 

３ 上位計画からの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新十津川町第６次総合計画】（まちづくりの目標） 

（１）住みやすい暮らしがある 

・町民が快適に生活できるよう、住環境の充実を図るとともに、本町の素晴

らしい自然を守り続けるために、脱炭素社会の実現など地球環境の保全に

努め、住みやすい暮らしがあるまちを実現します。 

（２）笑顔がつづく健康がある 

・町民一人ひとりが健康で幸せに暮らせるよう、地域が一体となり、みんな

で支え合う多様な体制や仕組みづくりと環境づくりを推進し、笑顔がつ

づく健康があるまちを実現します。 

（３）活気あふれる産業がある 

・基幹産業である農業をはじめ、商業、工業、林業の持続的発展を図るとと

もに、観光施設の充実による町への誘客を進め、地域経済を活性化させ、

活気あふれる産業があるまちを実現します。 

（４）心やすらぐ備えがある 

・町民と行政が協力して防災力の強化や防犯体制の充実を図り、安全な地域

づくりを進め、町民が日々安心して暮らすことのできる体制を整えるこ

とで、心やすらぐ備えがあるまちを実現します。 

（５）未来を叶える学びがある 

・子どもから高齢者まで町民一人ひとりが充実した学びを得ることができ、

生涯に渡り目標に向かうことのできる環境を整えることで、未来を叶え

る学びがあるまちを実現します。 

（６）助け合う絆がある 

・地域コミュニティの活性化や町民と行政の情報共有を進め、「町民と町民」、

「町民と行政」が互いに助け合う体制を構築するとともに、関係人口の創

出を推進し、助け合う絆があるまちを実現します。 

 

【都市計画区域の整備、開発及び保全の方針】（整開保） 

○人口の減少や少子高齢化が進行することから、市街地の拡大を抑制し、都

市の既存ストックの有効活用を促進することにより、都市の防災性の向上

が図られ、様々な都市機能がコンパクトに集積した都市構造、さらには、

地球環境時代に対応した低炭素型都市構造への転換を目指す。 
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第５章 都市づくりの課題 

４ 町民アンケートからの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）土地利用の課題 

・商・工業振興に資する用途地域見直しやコンパクトなまちづくりの推進、山

林・農地の保全、また来訪者との交流拠点の創出や強化が求められています。 

（２）都市施設の課題 

・持続可能な道路・公園・上下水道の維持管理システムの構築や、子供・高齢

者のための身近な公園整備及び公共公益施設の利便性の向上が求められてい

ます。 

（３）防災、景観形成、温暖化対策の課題 

・災害に強い河川整備、自然と調和した市街地景観形成及び低炭素・循環型社

会の構築が求められています。 
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５ 都市づくりの課題の整理 

 

 

 

① 人口減少社会、少子高齢化に対応した持続可能な都市づくりのため、

都市施設等の集約・複合化や土地利用のコンパクト化が求められてい

ます。 

関連：【６次総合計画(１)、整開保、新十津川町の現況(１)、旧都市マス(１)、町民

アンケート(１)(２)】 

②あらゆる世代が元気に働ける雇用の場創出と中心市街地のにぎわいな

どが求められています。 

関連：【６次総合計画(３)、整開保、新十津川町の現況(２)、町民アンケート(１)】 

③地球温暖化に対応した低炭素・循環型社会システムや大規模自然災害

に備えた防災施設整備等についての取組が求められています。 

関連：【６次総合計画(４)、整開保、町民アンケート(３)】 

④地域産業の活性化に資する、国道沿線等の低・未利用地の活用や用途

地域見直しの検討が必要となっています。 

関連：【６次総合計画(３)、整開保、旧都市マス(１)、町民アンケート(１)】 

⑤長期間未整備となっている一部の都市計画道路の見直しの検討が必要

となっています。 

関連：【整開保、新十津川の現況(３)、旧都市マス(２)】 

⑥市街地景観形成についての検討が必要となっています。 

関連：【６次総合計画(１)、整開保、町民アンケート(３)】 

⑦町民参加によるまちづくりの推進が必要となっています。 

関連：【６次総合計画(６)】 

第６章 全体構想 

第７章 地域別構想 

第８章 計画の実現化に向けて 

反映 
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